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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期

第３四半期連結
累計期間

第60期
第３四半期連結

累計期間
第59期

会計期間

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　12月31日

自平成29年
　４月１日
至平成29年
　12月31日

自平成28年
　４月１日
至平成29年
　３月31日

売上高 （千円） 8,045,934 8,791,136 12,154,301

経常利益 （千円） 301,050 182,379 589,522

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 184,774 110,027 374,493

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 221,919 144,192 415,973

純資産額 （千円） 6,706,402 7,026,023 6,900,387

総資産額 （千円） 10,943,667 11,975,594 11,768,484

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 11.37 6.77 23.05

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 61.3 58.7 58.6

 

回次
第59期

第３四半期連結
会計期間

第60期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

自平成29年
　10月１日
至平成29年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 5.88 3.34

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当企業集団が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主

要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当企業集団が判断したものであります。

 

（1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、国際情勢の不安定感はあるものの、雇用・所得環境の改善

が続くなかで、個人消費も緩やかに持ち直し、企業収益も改善が進み、全体としては緩やかな回復基調が続きま

した。

　当建設関連業界におきましては、公共投資については底堅く推移しているものの、民間建設投資は横ばいの状

況であり、業界全体での労働者不足や、建設コストの増加、受注競争の激化等、厳しい状況で推移いたしまし

た。

　このような状況の中、当企業集団は、社会資本整備の一翼を担う企業集団として、東日本大震災等各地で頻発

する自然災害の復興支援を継続して行っていくとともに、新たな受注施策を推進し、量から質を重視した営業活

動を展開してまいりました。その結果、受注高は、前期の反動減等から、前年同期比15.5％減の8,586百万円とな

りました。売上高は、期初の受注残高が前年同期に比べ増加していたこと及び前期の受注が損益に寄与し始めた

こと等から、前年同期比9.3％増の8,791百万円となりました。

　利益面につきましては、営業活動に必要な情報網を整備する体制を構築しつつ、前期より全社横断的に発足さ

せた活性化委員会主導による徹底した原価管理・経費の縮減に一丸となって取り組み、一定の成果はみられるも

のの、一部の不採算工事の影響等があり、営業損益は前年同期比40.3％減の177百万円の営業利益となりました。

また経常損益は前年同期比39.4％減の182百万円の経常利益、親会社株主に帰属する四半期純損益は前年同期比

40.5％減の110百万円の親会社株主に帰属する四半期純利益となりました。

　当企業集団の前期繰越受注高、受注高、売上高、次期繰越高は次のとおりであります。

 

期間（年度）別
前期繰越受注高

（千円）
受注高
（千円）

売上高
（千円）

次期繰越高
（千円）

前第３四半期連結累計期間 6,634,683 10,160,719 8,045,934 8,749,468

当第３四半期連結累計期間 7,710,111 8,586,823 8,791,136 7,505,798
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　当第３四半期連結累計期間のセグメント別の業績は以下のとおりであります。

 

（土木関連事業）

　法面保護工事が主体の当事業は、災害復旧・復興関連の受注案件が一巡したこと等により、受注高は前年同期比

12.9％減の2,373百万円となりました。売上高は、期初の受注残高が前期に比べ減少していたこと及び当期の受注

が当第３四半期連結累計期間の後半に集中していたこと等から、工事進捗率があがらず、前年同期比20.3％減の

1,665百万円となりました。利益面につきましては、売上高の減少と一部不採算工事の影響等により、27百万円の

営業損失（前年同期は69百万円の営業利益）となりました。

　当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下のとおりであります。

 

期間（年度）別
前期繰越受注高

（千円）
受注高
（千円）

売上高
（千円）

次期繰越高
（千円）

前第３四半期連結累計期間 943,564 2,724,861 2,090,829 1,577,596

当第３四半期連結累計期間 796,908 2,373,959 1,665,999 1,504,869

 

（建築関連事業）

　医療施設向けの放射線防護、電磁波シールド工事等が主体の当事業は、業界内での当企業集団の優位性はあるも

のの、受注競争の激化及び発注が遅れている案件が相当程度発生しており、受注高は前年同期比11.8％減の3,759

百万円となりました。売上高につきましては、期首の手持工事が前期に比べ増加していたこと等から、前年同期比

7.2％増の3,637百万円となりました。利益面につきましては、売上高の増加等により、前年同期比5.1％増の393百

万円の営業利益となりました。

　当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下のとおりであります。

 

期間（年度）別
前期繰越受注高

（千円）
受注高
（千円）

売上高
（千円）

次期繰越高
（千円）

前第３四半期連結累計期間 3,218,351 4,263,911 3,393,094 4,089,168

当第３四半期連結累計期間 4,112,494 3,759,987 3,637,648 4,234,833

 

（型枠貸与関連事業）

　消波根固ブロック製造用型枠の賃貸及びコンクリート二次製品の販売が主体の当事業は、震災復興支援関連の受

注が一巡したことや公共事業の予算執行の遅れから受注の遅れを招いている案件もあり、受注高は、前年同期比

22.0％減の2,408百万円となりました。売上高につきましては、過年度に受注していた案件が、損益に寄与し始め

たこと等から、前年同期比37.8％増の3,418百万円となりました。利益面につきましては、売上高の増加はあった

ものの、比較的採算性の良い事業分野において低調に推移したこと等から、営業損益は前年同期比55.8％減の53百

万円の営業利益にとどまりました。

　当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下のとおりであります。

 

期間（年度）別
前期繰越受注高

（千円）
受注高
（千円）

売上高
（千円）

次期繰越高
（千円）

前第３四半期連結累計期間 2,188,199 3,087,193 2,481,171 2,794,221

当第３四半期連結累計期間 2,560,166 2,408,384 3,418,403 1,550,147
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（その他）

　その他の分野には、不動産賃貸事業、戸建住宅販売事業、海外での事業等をまとめてその他としております。不

動産賃貸事業は前年同期と同様に推移しておりますが、戸建住宅販売事業等市況の動向を鑑み、ダウンサイジング

しており、受注高は、前年同期比47.5％減の44百万円、売上高も前年同期比14.5％減の69百万円となりました。利

益面につきましては、過年度において設備の減損を実施していることから償却負担が軽減されていること等から、

21百万円の営業利益（前年同期は12百万円の営業損失）となりました。

　当セグメントの前期繰越受注高、受注高、売上高及び次期繰越高は以下のとおりであります。

 

期間（年度）別
前期繰越受注高

（千円）
受注高
（千円）

売上高
（千円）

次期繰越高
（千円）

前第３四半期連結累計期間 284,567 84,753 80,838 288,482

当第３四半期連結累計期間 240,541 44,491 69,085 215,948

 

（2）財政状態

　当第３四半期連結会計期間末（平成29年12月31日）における総資産は、前連結会計年度末（平成29年３月31日）

に比べ207百万円増加し、11,975百万円となりました。増加した主な要因は、土地の取得等により固定資産が増加

したこと等によります。

　また、負債合計は、前連結会計年度末に比べ、81百万円増加し、4,949百万円となりました。増加した主な要因

は、未払税金の納付等により流動負債は減少しましたが、長期借入金の増加等により、固定負債が増加したこと等

によります。

　純資産は、剰余金の配当による減少が16百万円ありましたが、その他有価証券評価差額金の増加が27百万円、当

第３四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純利益が110百万円であったこと等から、前連結会計年度

末に比べ125百万円増加し、7,026百万円となりました。

　以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ0.1ポイント上昇し58.7％となりました。

 

(3)経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当企業集団が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当企業集団が対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

(5)研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は30百万円であります。なお、当第３四半期連結累計期

間において研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 66,000,000

計 66,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在

発行数（株）
(平成29年12月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成30年２月14日)

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 16,237,977 16,237,977 非上場（注）
単元株式数

1,000株

計 16,237,977 16,237,977 － －

（注）当社は、平成30年１月９日付で、単独株式移転により完全親会社となる技研ホールディングス株式会社を設立し、

同社の完全子会社となりました。これに伴い、東京証券取引所（市場第二部）に上場していた当社株式につきまし

ては、平成29年12月29日付で上場廃止となりました。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年12月29日

（注）
△402,023 16,237,977 － 1,120,000 － 1,473,840

（注）自己株式の消却による減少であります。

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　なお、当社は、平成30年１月９日付で、単独株式移転により完全親会社となる技研ホールディングス株式会

社を設立し、同社の完全子会社となりました。これに伴い、本報告書提出日現在、当社の株主は技研ホール

ディングス株式会社のみとなっております。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 400,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　16,002,000 16,002 －

単元未満株式 普通株式 238,000 － －

発行済株式総数 16,640,000 － －

総株主の議決権 － 16,002 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、4,000株含まれております。また、

　　　「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

技研興業株式会社
東京都杉並区阿佐谷

南三丁目７番２号
400,000 － 400,000 2.40

計 － 400,000 － 400,000 2.40

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、清流監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 2,084,828 2,349,370

受取手形・完成工事未収入金等 4,828,995 ※２ 4,439,876

有価証券 291,184 290,834

たな卸資産 172,685 161,420

その他 147,229 218,865

貸倒引当金 △93,016 △80,588

流動資産合計 7,431,908 7,379,779

固定資産   

有形固定資産   

土地 2,028,711 2,422,214

その他（純額） 1,576,297 1,443,708

有形固定資産合計 3,605,009 3,865,922

無形固定資産   

その他 15,315 12,697

無形固定資産合計 15,315 12,697

投資その他の資産   

投資有価証券 433,918 470,816

その他 306,306 254,683

貸倒引当金 △23,972 △8,304

投資その他の資産合計 716,251 717,195

固定資産合計 4,336,576 4,595,815

資産合計 11,768,484 11,975,594

負債の部   

流動負債   

工事未払金等 2,254,119 2,231,991

短期借入金 478,000 425,300

1年内返済予定の長期借入金 480,563 607,678

未払法人税等 204,171 5,991

未成工事受入金 41,785 53,540

引当金 100,225 97,658

その他 445,332 358,568

流動負債合計 4,004,197 3,780,728

固定負債   

社債 23,100 －

長期借入金 545,228 911,410

退職給付に係る負債 109,767 112,756

その他 185,803 144,675

固定負債合計 863,899 1,168,842

負債合計 4,868,097 4,949,571
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,120,000 1,120,000

資本剰余金 1,473,843 1,473,840

利益剰余金 4,309,296 4,332,730

自己株式 △68,040 －

株主資本合計 6,835,099 6,926,570

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 91,244 118,463

退職給付に係る調整累計額 △25,956 △19,011

その他の包括利益累計額合計 65,287 99,452

純資産合計 6,900,387 7,026,023

負債純資産合計 11,768,484 11,975,594
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 8,045,934 8,791,136

売上原価 6,775,906 7,746,547

売上総利益 1,270,027 1,044,588

販売費及び一般管理費 973,128 867,294

営業利益 296,899 177,294

営業外収益   

受取利息 4,012 3,804

受取配当金 9,196 11,471

物品売却益 － 1,138

受取補償金 593 1,587

貸倒引当金戻入額 9,314 7,913

その他 3,936 4,516

営業外収益合計 27,053 30,431

営業外費用   

支払利息 18,515 19,151

為替差損 1,522 －

その他 2,864 6,195

営業外費用合計 22,902 25,346

経常利益 301,050 182,379

特別損失   

固定資産除却損 401 615

特別損失合計 401 615

税金等調整前四半期純利益 300,648 181,764

法人税、住民税及び事業税 103,519 54,672

法人税等調整額 12,355 17,064

法人税等合計 115,874 71,737

四半期純利益 184,774 110,027

親会社株主に帰属する四半期純利益 184,774 110,027
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 184,774 110,027

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 27,374 27,219

退職給付に係る調整額 9,770 6,945

その他の包括利益合計 37,144 34,165

四半期包括利益 221,919 144,192

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 221,919 144,192

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１．受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 483,106千円 415,717千円

 

※２．四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四

半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －千円 15,171千円

裏書手形 － 24,355
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

減価償却費 246,118千円 208,717千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 16,248 1  平成28年３月31日  平成28年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 16,245 1  平成29年３月31日  平成29年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 
土木関連
事業

建築関連
事業

型枠貸与
関連事業

その他
（注）１

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

売上高       

外部顧客への
売上高

2,090,829 3,393,094 2,481,171 80,838 － 8,045,934

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 2,090,829 3,393,094 2,481,171 80,838 － 8,045,934

セグメント利益
又はセグメント
損失（△）

69,593 374,151 120,417 △12,818 △254,444 296,899

（注）１．その他には、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業、ハウジング事業、不動産賃

貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△254,444千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

　　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 
土木関連
事業

建築関連
事業

型枠貸与
関連事業

その他
（注）１

調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

売上高       

外部顧客への
売上高

1,665,999 3,637,648 3,418,403 69,085 － 8,791,136

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 1,665,999 3,637,648 3,418,403 69,085 － 8,791,136

セグメント利益
又はセグメント
損失（△）

△27,392 393,408 53,261 21,065 △263,048 177,294

（注）１．その他には、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業、ハウジング事業、不動産賃

貸事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△263,048千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

　　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 11円37銭 6円77銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 184,774 110,027

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
184,774 110,027

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,247 16,241

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

単独株式移転による持株会社の設立

　当社は、平成29年９月７日開催の取締役会及び平成29年11月６日開催の臨時株主総会において、当社を株式移転完

全子会社とする単独株式移転（以下、「本株式移転」といいます。）の方法により、純粋持株会社（完全親会社）で

ある「技研ホールディングス株式会社」（以下、「持株会社」といいます。）を設立することを決議し、平成30年１

月９日に設立いたしました。

 

１．本株式移転による持株会社設立の目的

　当社及び当社の連結子会社である日動技研株式会社（以下、「当社グループ」といいます。）が属する建設関連業

界では、震災関連等の一時的な需要増はあるものの、中長期的には需要の減少と競争の激化、とりわけ、工事資材の

高騰や建設従事者の減少による労務単価の上昇等が避けられない見通しであり、当社グループを取り巻く経営環境は

厳しい状況が続くと予想されます。こうした環境下においても財務基盤をより強固にするため、当社グループは社員

有志による活性化委員会を中心としたコスト削減、計画的受注施策、原価管理の徹底などの施策を推進してまいりま

したが、公共事業の将来的な縮減、熾烈な価格競争などの厳しい経営環境を見据えると、当社グループが中長期的に

持続的な成長を成し遂げるためには、現状の施策の徹底を図るとともに、グループ全体を俯瞰した経営資源の適切な

配分や環境の変化に対応して機動的に意思決定ができる組織の構築が必要であると判断し、以下の点を目的として純

粋持株会社制へ移行することといたしました。

 

（1）企業価値の最大化

　純粋持株会社が経営機能に集中することで、経営課題に機動的に対応し、グループ全体を俯瞰した経営資源の適

切な配分を行い、事業会社は、自らの権限と責任が明確化されることで、事業を取り巻く環境に応じた機動的な事

業運営を行うことにより、グループ全体における企業価値の最大化を目指します。

 

（2）機動的なＭ＆Ａによる事業の基盤強化及び業容拡大

　純粋持株会社は、経営戦略立案機能に特化し、経営環境の変化に迅速に対応した業務提携、Ｍ＆Ａを主導するこ

とによって、グループ事業の基盤強化や業容拡大も目指します。

 

２．本株式移転の方法、本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）

（1）本株式移転の方法

　当社を株式移転完全子会社、持株会社を株式移転設立完全親会社とする単独株式移転であります。

 

（2）本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）

 
技研ホールディングス株式会社

(株式移転設立完全親会社・持株会社)

技研興業株式会社

(株式移転完全子会社・当社)

株式移転比率 1 1

（注）１　株式移転比率

当社の普通株式１株に対して持株会社の普通株式１株を割当て交付いたしました。

２　単元株式数

持株会社は単元株制度を採用し、１単元の株式数を100株といたしました。

３　株式移転比率の算定根拠

本株式移転は、当社単独の株式移転によって持株会社（完全親会社）１社を設立するものであり、本株

式移転時の当社の株主構成と持株会社の株主構成に変化がないことから、当社の株主の皆様に不利益を

与えないことを第一義として、当社の株主の皆様の所有する当社普通株式１株に対して、持株会社の普

通株式１株を割当てすることといたしました。

４　第三者機関による算定結果、算定方式及び算定根拠

上記３のとおり、本株式移転は当社単独による株式移転でありますので、第三者機関による算定は行っ

ておりません。

５　本株式移転により交付した新株式数

普通株式　16,237,977株
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３．本株式移転の日程

株式移転計画等承認取締役会　　　　　　　　平成29年９月７日（木）

臨時株主総会基準日公告　　　　　　　　　　平成29年９月13日（水）

臨時株主総会基準日　　　　　　　　　　　　平成29年９月30日（土）

株式移転計画等承認臨時株主総会　　　　　　平成29年11月６日（月）

当社上場廃止日　　　　　　　　　　　　　　平成29年12月29日（金）

持株会社設立登記日（効力発生日）　　　　　平成30年１月９日（火）

持株会社上場日　　　　　　　　　　　　　　平成30年１月９日（火）

 

４．本株式移転により新たに設立した会社（完全親会社・持株会社）の概要

商号 技研ホールディングス株式会社

本店の所在地 東京都杉並区阿佐谷南3丁目7番2号

代表者の氏名 代表取締役社長　　佐々木　ベジ

事業の内容 グループ会社等の経営管理及びそれに付帯又は関連する業務等

資本金の額 1,120,000千円

決算期 ３月31日

 

５．会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13日）に基づき、「共通支配下の

取引」として会計処理いたします。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月14日

技研興業株式会社

取締役会　御中

 

清流監査法人
 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 加悦　正史　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 安田　　裕　　印

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている技研興業株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、技研興業株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成30年１月９日に単独株式移転の方法により、純粋持株会社（完全

親会社）である「技研ホールディングス株式会社」を設立した。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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